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13．短期入所療養介護
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13．短期入所療養介護

①認知症専門ケア加算の創設

②介護老人保健施設が提供する短期入所療養介護

③介護療養型老人保健施設が提供する短期入所療養介護

④有床診療所等が提供する短期入所療養介護

⑤介護医療院が提供する短期入所療養介護

⑥療養食加算の見直し

⑦介護職員処遇改善加算の見直し

⑧居室とケア

改定事項
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○ どのサービスでも認知症の方に適切なサービスが提供されるように、現在、介護老人福祉施設や介護老人保健
施設に設けられている認知症専門ケア加算について、短期入所療養介護にも創設する。

概要

単位数

○認知症専門ケア加算(Ⅰ)
・ 施設における利用者の利用者の総数のうち、日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認めら

れることから介護を必要とする認知症の者の占める割合が２分の１以上。
・ 認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、対象者の数が20人未満である場合にあっては、１以

上、当該対象者の数が20人以上である場合にあっては、１に、当該対象者の数が19を超えて10又はその端数を
増すごとに１を加えて得た数以上配置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施していること。

○認知症専門ケア加算(Ⅱ)
・ 加算(Ⅰ)の基準のいずれにも適合すること。
・ 認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配置し、事業所又は施設全体の認知症ケ

アの指導等を実施していること。
・ 当該施設における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、当該計画に従い、研修

を実施又は実施を予定していること。

算定要件等

＜現行＞ ＜改定後＞
なし ⇒ 認知症専門ケア加算(Ⅰ) ３単位／日

認知症専門ケア加算(Ⅱ) ４単位／日

13．短期入所療養介護 ①認知症専門ケア加算の創設

※介護予防短期入所療養介護を含む
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13．短期入所療養介護 ②介護老人保健施設が提供する短期入所療養介護

○ 平成29年の制度改正で、介護老人保健施設の役割が在宅復帰・在宅療養支援であることがより明確にされたこと
を踏まえ、この機能を更に推進する観点から、報酬体系の見直しを行う。
ア 従来型の基本報酬については、一定の在宅復帰・在宅療養支援機能を有するものを基本型として評価すること

とし、メリハリをつけた評価とする。
イ 在宅復帰・在宅療養支援機能については、現在、在宅復帰率、ベッド回転率、退所後の状況確認等の指標を用

いて評価しているが、これらに加え、入所後の取組みやリハビリテーション専門職の配置等の指標も用いること
で更にきめ細かい評価ができるようにする。

ウ 現行の在宅強化型よりも在宅復帰・在宅療養支援をより進めている施設については、更に評価することとする。

概要

○ 施設サービス（介護保健施設サービス費）の算定要件に準ずる。

算定要件等

※介護予防短期入所療養介護を含む

基本報酬（多床室の場合）（単位／日）

単位数

（現行）

→

（改定後）

在宅強化型 従来型 在宅強化型 基本型 その他（新設）

要介護１ ８６７ ８２３ ８７３ ８２６ ８１１

要介護２ ９４１ ８７１ ９４７ ８７４ ８５８

要介護３ １，００３ ９３２ １，００９ ９３５ ９１７

要介護４ １，０５９ ９８３ １，０６５ ９８６ ９６７

要介護５ １，１１４ １，０３６ １，１２０ １，０３９ １，０１９
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13．短期入所療養介護 ③介護療養型老人保健施設が提供する短期入所療養介護

○ 介護医療院と介護療養型老人保健施設では重なった機能があることや、報酬体系の簡素化の観点から「療養型」
及び「療養強化型」の報酬を「療養型」に一元化する。

ただし、「療養強化型」で評価されていた一定の医療処置及び重度者要件については、質の高いケアを評価する
観点から、療養体制維持特別加算において別に評価するとともに、当該加算の期限をなくすこととする。

概要

単位数

○ 療養体制維持特別加算（Ⅱ）
入所者等のうち、喀痰吸引若しくは経管栄養が実施された者が20％以上及び著しい精神症状、周辺症状若しくは

重篤な身体疾患又は日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難さが頻繁に見られ、専門医療を必要とする
認知症高齢者の割合が50％以上

※ 療養体制維持特別加算（Ⅰ）との併算定可

算定要件等

※介護予防短期入所療養介護を含む

○ 基本報酬（多床室の場合） （単位／日）

○ 療養体制維持特別加算について
＜現行＞ ＜改定後＞
療養体制維持特別加算 27単位／日 → 療養体制維持特別加算（Ⅰ）27単位／日

療養体制維持特別加算（Ⅱ）57単位／日（新設）

（現行）

→

（改定後）

療養強化型 療養型 （削除） 療養型

要介護１ ８５５ ８５５ － ８５５

要介護２ ９３７ ９３７ － ９３７

要介護３ １，１１８ １，０５１ － １，０５１

要介護４ １，１９３ １，１２６ － １，１２６

要介護５ １，２６８ １，２００ － １，２００
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13．短期入所療養介護 ④有床診療所等が提供する短期入所療養介護

○ 医療ニーズが高い要介護者への支援としてサービス供給量を増やすとともに、地域の医療資源を有効活用する観
点から、有床診療所等の短期入所療養介護への参入を進めることとし、以下の見直しを行う。
ア 療養病床を有する病院又は診療所については、短期入所療養介護の基準を全て満たしていることから、当該

サービスのみなし指定とする。【省令改正】
イ 一般病床の有床診療所については、「食堂」が医療法上の施設基準とされていないが、サービスの実態を踏ま

え、一般病床の有床診療所が短期入所療養介護を提供する場合は、食堂に関する基準を緩和する。【省令改正】
ただし、食堂を有する事業所との間で報酬上のメリハリをつけることとする。

概要

基準

※介護予防短期入所療養介護を含む

○ 診療所（療養病床を有するものを除く。）においては、以下の要件を満たすこと。

＜現行＞
イ 床面積は利用者１人につき6.4㎡とすること
ロ 食堂及び浴室を有すること
ハ 機能訓練を行うための場所を有すること

＜改定後＞
イ 床面積は利用者１人につき6.4㎡とすること
ロ 浴室を有すること
ハ 機能訓練を行うための場所を有すること

＜現行＞ ＜改定後＞
なし → 食堂を有しない場合の減算 25単位／日（新設）

単位数

○ 食堂を有していないこと。

算定要件等



○ 基本報酬（多床室の場合） （単位／日）
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13．短期入所療養介護 ⑤介護医療院が提供する短期入所療養介護

単位数

○ 施設サービス（介護医療院サービス費）の算定要件等に準ずる。

算定要件等

短期入所療養介護については、介護療養型医療施設が提供可能であったことを踏まえ、介護医療院においても提供する
ことを可能とする。

概要 ※介護予防短期入所療養介護を含む

（新設）

Ⅰ型療養床 Ⅱ型療養床

Ⅰ型介護医療院
サービス費（Ⅰ）

（療養機能強化型Ａ相当）

（看護６：１ 介護４：１）

Ⅰ型介護医療院
サービス費（Ⅱ）

（療養機能強化型Ｂ相当）

（看護６：１ 介護４：１）

Ⅰ型介護医療院
サービス費（Ⅲ）

（療養機能強化型Ｂ相当）

（看護６：１ 介護５：１）

Ⅱ型介護医療院
サービス費（Ⅰ）
（転換老健相当）

（看護６：１ 介護４：１）

Ⅱ型介護医療院
サービス費（Ⅱ）
（転換老健相当）

（看護６：１ 介護５：１）

Ⅱ型介護医療院
サービス費（Ⅲ）
（転換老健相当）

（看護６：１ 介護６：１）

要介護１ ８５３ ８４１ ８２５ ８０８ ７９２ ７８１

要介護２ ９６１ ９４８ ９３２ ９０２ ８８６ ８７５

要介護３ １，１９４ １，１７７ １，１６１ １，１０６ １，０９０ １，０７９

要介護４ １，２９３ １，２７４ １，２５８ １，１９３ １，１７７ １，１６６

要介護５ １，３８２ １，３６２ １，３４６ １，２７１ １，２５５ １，２４４

※ 療養室等の療養環境の基準を満たさない場合には25単位を減算する。
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〇 療養食加算について、１日単位で評価を行っている現行の取扱いを改め、１日３食を限度とし、１食を１回と
して、１回単位の評価とする。

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
療養食加算 23単位／日 ⇒ ８単位／回

単位数

※介護予防短期入所療養介護を含む

13．短期入所療養介護 ⑥療養食加算の見直し
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13．短期入所療養介護 ⑦介護職員処遇改善加算の見直し

○ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）については、要件の一部を満たさない事業者に対し、減算された単位
数での加算の取得を認める区分であることや、当該区分の取得率や報酬体系の簡素化の観点を踏まえ、これを廃
止することとする。その際、一定の経過措置期間を設けることとする。

○ その間、介護サービス事業所に対してはその旨の周知を図るとともに、より上位の区分の取得について積極的
な働きかけを行うこととする。

概要

○ 介護職員処遇改善加算(Ⅳ)及び(Ⅴ)については、別に厚生労働大臣が定める期日（※）までの間に限り算定す
ることとする。

※ 平成30年度予算案に盛り込まれた「介護職員処遇改善加算の取得促進支援事業」により、加算の新規の取得や、より上位の区分
の取得に向けて、事業所への専門的な相談員（社会保険労務士など）の派遣をし、個別の助言・指導等の支援を行うとともに、本
事業の実施状況等を踏まえ、今後決定。

算定要件等

キャリアパス要件Ⅰ
キャリアパス要件Ⅱ

職場環境等要件
のいずれも満たさず

加算（Ⅲ）

（月額１万５千円相当）
加算（Ⅳ）

（加算(Ⅲ)×0.9）
加算（Ⅴ）

（加算(Ⅲ)×0.8）

加算(Ⅱ)

(月額２万７千円相当)

算
定
要
件

キャリアパス要件Ⅰ
キャリアパス要件Ⅱ

職場環境等要件
のいずれかを満たす

キャリアパス要件
Ⅰ又はⅡ

＋
職場環境等要件を満たす

キャリアパス要件
Ⅰ及びⅡ

＋
職場環境等要件を満たす（平
成27年4月以降実施する取組）

加算(Ⅰ)

(月額３万７千円相当)

キャリアパス要件
Ⅰ及びⅡ及びⅢ

＋
職場環境等要件を満たす（平
成27年4月以降実施する取組）

(注)「キャリアパス要件Ⅰ」…職位・職責・職務内容等に応じた任用要件と賃金体系を整備すること
「キャリアパス要件Ⅱ」…資質向上のための計画を策定して研修の実施又は研修の機会を確保すること
「キャリアパス要件Ⅲ」…経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に

昇給を判定する仕組みを設けること
「職場環境等要件」…賃金改善以外の処遇改善を実施すること
※就業規則等の明確な書面での整備・全ての介護職員への周知を含む。

（参考）介護職員処遇改善加算の区分

※介護予防短期入所療養介護を含む
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13．短期入所療養介護 ⑧居室とケア

○ ユニット型準個室について、実態を踏まえ、その名称を「ユニット型個室的多床室」に変更する。

概要

共同生活室

準個室

準個室

準個室

準個室

準個室

準個室

準個室

準個室

準個室

準個室

準個室

準個室

準個室

準個室

準個室

ユニット型個室 ユニット型個室的多床室 多床室

・家具等の可動の壁は不可
・天井と壁の間に一定の隙間が生じても可

個室

個室

個室
個室

個室

個室

共同生活室
（リビングスペース）

個室個室 個室

廊

下
４人部屋

４人部屋

４人部屋

４人部屋

４人部屋

４人部屋

居室ごとに窓が必要

個室

個室

個室

個室

個室

個室

個室

個室

廊

下

従来型個室


